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実績評価書

平成１９年８月

評価の対象となる施策目標 地域住民の健康の保持・増進及び地域住民が安心して暮
らせる保健医療体制の確保を図ること

１．政策体系上の位置付け等

基本目標 Ⅰ 安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推進す
ること

施策目標 １２ 妊産婦・児童から高齢者に至るまでの幅広い年齢層において、
地域・職場などの様々な場所で、国民的な健康づくりを推進す
ること

１２－１ 地域住民の健康の保持・増進及び地域住民が安心し施策目標
て暮らせる保健医療体制の確保を図ること

個別目標１ 地域保健従事者の人材確保及び資質の向上を図ること

（主な事務事業）
・保健師中央研修
・地域指導者専門技術等研修

施策の概要（目的・根拠法令等）
１．目的等

地域住民の健康の保持・増進や安心して暮らせる保健医療体制の確保を図るため、保
健師など専門技術職員の確保や地域の健康問題に的確に対応できるよう研修等を開催
し、地域保健従事者の資質の向上を図る。

２．根拠法令等
○地域保健法第３条（昭和２２年法律１０１号）
○地域保健法施行令第５条

主管部局・課室 健康局総務課保健指導室
関係部局・課室

２．現状分析
人口の少子・高齢化や生活様式の変化等が急速に進行する中で、生活習慣病予防や健

康づくりのほか、介護予防、児童虐待予防や発達障害施策に資する母子保健活動、精神
障害者等の障害者対策の充実等も重要な保健活動の課題となっており、これらの活動を
地域において総合的に展開する必要がある。

３．施策目標に関する評価
施策目標に係る指標
（達成水準／達成時期）

Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８
１ 保健師未設置又は１人設置市町村

数（単位：市町村数） 116 119 73 47 集計中
（０ヶ所／平成２３年度）

２ 保健所等における専門職の人数
（単位：人数）
（－） 61,116 61,063 57,023 57,170 集計中
※「保健所等における専門職」と

、 、 、 。は 医師 保健師 管理栄養士等
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（調査名・資料出所、備考）
、 （ ） 。・ 指標１及び２は 地域保健・老人保健事業報告 大臣官房統計情報部調べ による

・ 平成１８年度の数値は現在集計中であり、平成２０年３月に公表予定である。

施策目標の評価
保健師未設置又は１人設置市町村は年々解消してきている等、保健師等の専門職の計

画的な動員により地域保健従事者の確保が進展していると評価できる。また、研修等に
より地域保健従事者の人材育成が進んでおり、地域住民の健康の保持、増進及び地域住
民が安心して暮らせる保健医療体制の確保が着実に図られていると評価できる。

引き続き地域保健従事者の人材確保及び資質の向上を図るため、これらの取組みを進
めることが重要である。
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（Ⅰ－１２－１）

４．個別目標に関する評価
個別目標１

地域保健従事者の人材確保及び資質の向上を図ること

個別目標に係る指標
アウトプット指標

（達成水準／達成時期） Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８
１ 保健師未設置又は１人設置市町村

数（単位：市町村数） 116 119 73 47 集計中
（０ヶ所／平成２３年度）
※施策目標に係る指標１と同じ。

２ 保健所等における専門職の人数
（単位：人数） 61,116 61,063 57,023 57,170 集計中
（－）
※施策目標に係る指標２と同じ。

（調査名・資料出所、備考）
・ アウトプット指標１及び２は、地域保健・老人保健事業報告（大臣官房統計情報部

調べ）による。
・ 平成１８年度の数値が現在集計中であり、平成２０年３月に公表予定である。
参考指標 Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８

１ 保健師中央研修受講者数 166 163 161 168 165
（調査名・資料出所、備考）
・ 参考指標１は、健康局総務課保健指導室調べによる。

個別目標１に関する評価（主に有効性及び効率性の観点から）
保健師未設置又は１人設置市町村は、地方交付税措置における保健師の増員等により

年々解消してきており、地域保健従事者の人材確保が図られていると評価できる。
また、保健所等における専門職の人数については、保健所の統廃合等により減少して

きているものの、保健師中央研修受講者数は毎年１６０人程度の実績があり、保健師等
の研修への計画的な動員により地域保健従事者の人材育成が着実に進んでいると評価で
きる。引き続き市町村保健活動体制強化費等を活用し、地域住民の健康の保持及び増進
並びに安全の確保を推進する必要がある。
施策目標・個別目標を達成するための主な事務事業の概要

市町村保健活動体制強化事業事務事業名
平成18年度 １７百万円（補助割合：[国 ／ ][ ／ ][ ／ ]）
予 算 額 一般会計、厚生保険特会、労働保険特会、その他（ ）
実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室 、検疫所）

都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（ ）

概要：生活習慣病予防や児童虐待の予防の新たな健康課題に対し、保健師中央研修や
地域指導者専門技術研修などにより、的確に対応できる保健活動の体制強化を図る。

保健師中央研修事務事業名
平成18年度 １．２ 百万円（補助割合：[国 ／ ][ ／ ][ ／ ]）
予 算 額 一般会計、厚生保険特会、労働保険特会、その他（ ）
実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室 、検疫所）

都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（ ）

概要：地方自治体において指導的立場にある保健師が、厚生労働行政の動向や地域保
健活動に必要な知識・技術を習得することにより、地域保健対策に関する企画立案能力
及び保健指導の実践能力の向上に資するものである。

地域指導者専門技術等研修事務事業名
平成18年度 ０．４ 百万円（補助割合：[国 ／ ][ ／ ][ ／ ]）
予 算 額 一般会計、厚生保険特会、労働保険特会、その他（ ）
実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室 、検疫所）

都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（ ）

概要：生活習慣病予防における効果的・効率的な保健指導を実施するため、標準的な
健診・保健指導プログラム（確定版）を踏まえた、生活習慣病対策全体を効果的に推進
できる指導者等の人材を育成するものである。
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５．評価結果の分類
評価結果は、施策目標の達成状況を原則として、個別目標の達成状況を踏まえつつ、

総合的に判断して分類

１ 施策目標を達成した

２ 施策目標の達成に向けて進展しており、現在の取組を続ける

３ 施策目標の達成に向けた見直しを検討する
ⅰ 組織体制の見直しの検討
ⅱ 予算の見直しの検討
ⅲ 事務事業の新設の検討
ⅳ その他（ ）

４ 施策目標・個別目標の達成水準の見直しを検討する

６．特記事項
①国会による決議等の状況（警告決議、附帯決議等）

なし
②各種政府決定との関係及び遵守状況

なし
③総務省による行政評価・監視及び認定関連活動等の状況

なし
④会計検査院による指摘

なし
⑤学識経験を有する者の知見の活用に関する事項

なし

７．本評価書に関連する他の実績評価書

なし


